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復興特区制度の早期実現に向けた提言 

 
平成 23 年 8 月 24 日 
公   明   党 

 
 
 

公明党として復興特区制度の早期実現に向けた提言を以下のように取りまとめた。政府

において、最大限に反映した復興特区法案を早急に立案・提出するよう強く求めるもので

ある。 

 

復興特区制度の目的について 

東日本大震災の被災地の主体的かつ迅速な復興を支援するため、復興特区を設定し、 

規制の特例措置、税制・財政・金融上の特別の措置等を講ずることにより、個人の尊厳、

幸福追求権及び生存権に基づいた「人間の復興」の実現を目的とする。 

 

東日本大震災復興特区基本方針の策定 

政府は、復興特区制度の趣旨、指定基準、特別の措置の内容など東日本大震災復興特区

基本方針を定める。 

 

復興特区の指定について 

内閣総理大臣は関係地方公共団体の意見を聴き、甚大な被害を受けるなど一定の要件を

満たす区域を特区として指定する。また地方公共団体から復興特区の指定を申し出るこ

ともできる。 

 

特例措置等の提案について 

復興特区の指定を受けた地方公共団体（指定地方公共団体）は、内閣総理大臣に対し、

新たな規制の特例措置等の整備等について提案することができる。また民間事業者等は、

指定地方公共団体に対し提案をするよう要請することができる。 

 

国と地方の協議会 

○内閣総理大臣は、特例措置等の提案があった場合、国と地方の協議会において協議を

しなければならない。国と地方の協議会は復興特区ごとに組織することができる。 

○地方公共団体との実質的な協議は復興特区支援チームが行なう。支援チームは各府省

職員で組織し、現地における迅速な意思決定が可能となるよう、各府省の必要な権限

を付与する。支援チームは東日本大震災復興対策本部（復興庁設置後は復興庁）に常

設し、指定地方公共団体等からの事前相談等にも応じる。 

 

復興特区計画の作成・認定 

指定地方公共団体は、復興特区基本方針に即して復興特区計画を作成する。 

内閣総理大臣は当該計画が復興特区基本方針に適合する場合等に認定する。 
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復興特区地域協議会 

地方公共団体は、復興特区の指定の申し出、特例措置等に関する提案、復興特区計画等

について協議するため、関係地方公共団体、事業実施主体等を構成員とする復興特区地

域協議会を組織することができる。 

 

復興特区計画に基づく事業に対する特別の措置 

復興特区制度の創設にあたっては当初から十分な特別の措置を用意し、制度創設後も順

次特別の措置を追加する。また特に次の措置を盛り込むこと。 

〇条例による法律の上書き権 

復興特区計画に基づく事業については、条例により、法律による規制に関して、緩和・ 

強化・適用除外等の特例を定めることができる。 

〇課税の特例措置 

  復興特区計画に基づく事業を行なう法人に対し、投資税額控除（取得価格の 30％）、

特別償却（取得価格の 100％）、所得控除（課税所得の 35％控除、適用期間 10 年）の

選択適用を可能とする法人課税の特例を設ける。 

○財政上の支援措置 

復興特区利子補給金制度を設ける。 

 

土地利用再編計画の認定等 

○土地利用再編計画の認定 

津波による甚大な被害を受けた市町村（特別市町村）のうち、その復興のために新た

に一体的なまちづくりが必要な地域がある市町村は、土地利用再編計画を作成し、内

閣総理大臣の認定を申請することができる。内閣総理大臣は復興特区基本方針に適合

する場合等には認定する。 

○土地利用再編協議会 

特別市町村は、土地利用再編計画等について協議するため、土地利用再編協議会を組

織することができる。構成員は関係地方公共団体、土地利用再編事業関係者等とする。 

○土地利用再編計画に基づく事業に対する特別の措置 

  土地利用再編計画に基づく事業について、個別法（都市計画法、農業振興地域整備法、

森林法等）に基づく開発許可等を不要とし、手続を一元化する特別の措置を整備する。 

 

復興特区制度の推進体制 

○復興特区に関する事務は東日本大震災復興対策本部（復興庁設置後は復興庁）が所掌 

し、事務を処理させるため、本部に復興特区推進事務局を置く。 

○復興特区推進事務局は、各府省が有する被災地域のニーズ、復旧・復興事業の内容等

の各種現地情報を一元的に集約・整理し、指定地方公共団体への情報提供に努める。 

 

復興特区法の期限 

復興特区法の期限は、施行の日から 10 年とする。 


